
「健康食品」の安全性確保に関する検討会ヒアリング意見書 

 

○ 団体の名称 ○ 

CRN JAPAN 日本栄養評議会

 

○ 代表者氏名 ○ 

理事長 柴田 誠 

 

○ 団体の概要 ○ 

CRN JAPAN は、健康食品産業の健全な発展と消費者に信用される産業をめざす原料・素材

メーカー、受託・加工メーカー、販売メーカーで構成される任意の非営利団体です。平成 8

年 11 月に設立し、平成 19 年 6 月現在、124 社の会員企業で構成されており、国内で消費さ

れる健康食品のうち 60～70%の製品が会員企業より供給されていると言われています。 

 

○ 「健康食品」の安全性確保に関する意見内容 ○ 

 

・健康食品事業者の現状 

現在、食品衛生法第 3条における食品事業者の責務の中で健康食品事業者は安全な食品

を供給するため必要な衛生管理を行い、安全・安心な製品の提供に努めております。又、

健康食品は主に食事を補完する目的で利用されており、製品の特徴から、原材料は濃縮等

の工程を経て製造されていることが多く、この為、健康食品事業者は必要な衛生管理に加

えて、健康食品原材料の詳細な情報収集を行い、安全性の確保に努めております。 

 

 

・CRN JAPAN としての取り組み 

１）「原材料情報書」（別添＊１）の作成・運用

健康食品の原料、素材メーカーが構成率として最も高い健康食品企業団体であるCRN 

JAPANとして、健康食品原材料の安全性確保は企業の存続にも関わる最重要課題の一つであ

るとの認識に立ち、平成 16 年 3 月より原材料の安全性情報等を収集した「健康食品原材料

情報書」作成に着手・作成し、会員はもとより会員外の企業に於いても利用・運用してお

ります。 

（実際に加工メーカーで蓄積している原材料の情報は、のべ 1,000 アイテムを超えており

ます。） 

↓ 

２）CRN JAPAN としての「自主点検ガイドライン」（別添＊２）の提案 

CRN JAPANとして、2005 年に示された「安全性確保のためのガイドライン」に対しても、



原材料の安全性情報等を収集した「原材料情報書」へ、本フローチャートを反映させ、原

材料の安全性の確保につとめてまいりました。しかしながら、同フローチャート内容が明

確に表現されていない為、業界内にはフローチャートについて多様な解釈が生まれ、混乱

の一因となっていると考え、上記の問題点を踏まえ、CRN JAPANとしての「自主点検ガイド

ライン」を提案する事と致しました。 

 

改定点としては以下の通りである。 

・ 原材料に特化したフローチャート･･･製品の安全性を検討する場合、本フローチャート

では不十分であると考えています。 

製品の多くは、複合原材料からなっており、個々の原材料の安全性確認のみでは、食品

成分間の相互・相乗作用の判断が困難であり、又、医薬品との相互作用に関する情報は

製品への表示により発信することが望ましいことなどから、原材料の安全性確認とは別

に行なうことが合理的と考えます。 

・ 既存食品の考え方･･･「既存食品とは、平成 17 年 1 月 31 日 以前に広く国内に流通し、

安全性に懸念が生じたという具体的報告がないものをいう。（錠剤、カプセル状等食品

もこれに含まれる。）」 

・ 製造、品質管理方法の明確化 

最終製品は製造標準書、製造指図書、品質基準書、試験成績書の管理基準で、 品質保

証体制の徹底を行い、GMP等に準拠した原料を用いて製造する製品についてGMPに準拠し

た製造を行うことが望ましい。 

 

 

３）「安全性に関する自主点検ガイドライン（食安発第 0201003 号）」に関する、健康食品

事業者の安全性確保への取り込みの実態調査（別添＊３） 

平成 17 年 2 月 1日には厚生労働省より示された、過剰摂取等の健康被害の発生を防止す

る目的での「錠剤、カプセル状等食品の原材料の安全性に関する自主点検ガイドライン」（食

安発第 0201003 号）に対する、健康食品事業者の安全性確保への取り込みの実態を把握す

るために、実態調査を行いました。 

調査対象：CRN JAPAN の加盟企業 

調査対象項目： 

・ 2005 年 2 月 1 日に発表された、厚生労働省「原材料の安全性に関する自主点検フローチャー

ト」についての認知度・利用率 

・ 2005 年 1 月 31 日以前に広く国内に流通した健康食品原材料 

調査結果及び考察： 

・ アンケート用紙回収率（40 社/124 社中）32.3% 

・ 自主点検認知度 95% 



「知っている」と回答した企業の内、「活用している」が 65.8% 

＜ガイドラインの認知度は直接的に健康食品に携わる企業のほぼ全社が認知していると考

えられ、又、約 2/3 が活用している。＞ 

・ 2005 年 1 月 31 日以前に使用している健康食品原材料 

回答原材料総数：1,798 品目（ブランドメーカー総数：470 社） 

食品原料：1,208 品目（67%）、食品添加物：590 品目（33%） 

・ 上記の食品原料及び食品添加物の配合目的 

「主に健康の維持増進を目的として使用される原材料」として･･･

食品原料：1,065 品目（88%） 
食品添加物：60% 
・ 上記「主に健康の維持増進を目的として使用される原材料」として食品素材を整理・分類する

と 364 種類となった。 

 

尚、詳細は別添資料にて御報告申し上げます。 

 

 

おわりに 

健康食品が適切に利用され普及することは、事業者のみならず、少子高齢化が進むわが国にあ

って、国民全体の利益にもつながります。 

そのためには、消費者が健康食品に対し安心・安全と感じる環境整備が重要と考えています。 

しかし、安全性を 100％保証することは事実上不可能であると思われます。 

又、全ての原材料について安全性試験を行うことは、安全性の確保に十分条件とは考えら

れず、又、中小企業が圧倒的である原材料メーカーに大きな負担を強いることとなります。

まず、使用実績、流通実績をとらえ評価して頂き、実効性のある安全性確保のための取り

組みを進めて頂きたいと存じます。 

 

○ 添付資料 

＊1）．健康食品原材料情報書(点検表付) CRN JAPAN 

＊2）．「錠剤、カプセル状健康食品の原材料に関する CRN JAPAN 自主点検基準」について 

＊3）．健康食品原材料自主点検ガイドライン実態調査 

 



錠剤、カプセル状等健康食品の原材料の安全性に関する自主点検フローチャート

○ 定義

1) 原材料 ：
本フローチャート上の点検対象とする食品を製造するためのすべての原材
料をいう。ただし、賦形剤、基材及び溶剤等の製剤化のための材料も準拠
して考える。また、食品添加物として使用されるものは含まない。*1

（*1･･･使用基準の定められているものについては、その範囲内であること。）

2) 基原材料 ：

原材料を製造するために使用する基原材料であり、動植物個体（学名で定
義する）またはその特定部位、微生物（学名で定義する）及び鉱物等をい
う。原材料が生物に由来しない化学的合成品の場合には、原材料に含まれ
る化学物質をいう。

○ 原材料レベル

STEP 1
　すべての原材料が何であるかを明確にすること。

STEP 2

全ての原材料に対し「専ら医薬品として使用される成分本質（原材料）リスト」及び「医薬品
的効能効果を標ぼうしない限り医薬品と判断しない成分本質（原材料）リスト」でのを確認を
行う。*2

*2（リスト収載のない場合は主管課へ問い合わせ明確にすること）

STEP 3

STEP 3

STEP 3-1

原材料を構成する基原材料の基原、使用部位について保証する方法が明確であること。*3

（*3･･･基原原材料の基原、使用部位の検証を行う（検証方法：受入検査、プロファイル分析、形態やDNA
解析）又、生産管理の検証（生産履歴管理、契約、自主的なGAP（Good Agricultural Practice）等を実施
し、トレーサビリティーが行われることが望ましい。

STEP 3-2
原材料および基原材料の製造方法等が保証され、一定の品質（成分）を常に保証する履歴のあ
ること。*4

（*4　原材料の規格書、製造フローシート、仕様書、ＭＳＤＳ、試験成績書、製造場所に係わる資料等の
保有）

STEP 4



STEP 4
原材料が既存食品と同等と考えられるか？*5

（*5　既存食品とは、平成17年1月31日　以前に広く国内に流通し、安全性に懸念が生じたという具体的報告がない
ものをいう。錠剤、カプセル状等食品もこれに含まれる。）

はい いいえ

STEP 8 STEP 5

STEP 5
　すべての原材料及び基原材料に関する文献調査を実施する。

　Chemical Abstracts、PubMed、RTECS、ToxNetなど科学的に信頼できる文献データの調査により、安全
性・毒性情報（疫学データを含む）があるか？

有害性を示す*6報告なし 有害性を示す*6報告あり

（*6 有害のおそれがあると認められる場合も
含む。）

人の健康を害するおそれがあるとは認められないと
判断できる合理的な理由があるか？*7

（*7 合理的な理由の例：①加工・製造の過程で有害成分
が除かれることが科学的に示されている。②成分が既知
であり、その成分の毒性試験のデ－タから摂取量が十分
安全域にある。）

はい いいえ

不適

STEP 6



STEP 6

　基原材料に含まれる成分及び成分の安全性に関する文献調査等を実施する。*8

（*8 基原材料あるいは基原材料と同一の動植物部位あるいは基原材料とした動植物個体に含まれる成分を
文献あるいは実験的に調査し、得られた個々の成分について、劇物、毒物、麻薬様成分が報告されていな
いか調査する。）

基原材料に、該当する成分情
報なし

基原材料に、該当する成分情
報あり

基原材料に含まれている成分のうち有害事象が
報告されている成分の分析を行う。

該当成分なし 該当成分あり

人の健康を害するおそれがあるとは認めら
れないと判断できる合理的な理由がある
か？*7

（*7 合理的な理由の例：①加工・製造の過程で
有害成分が除かれることが科学的に示されてい
る。②成分が既知であり、その成分の毒性試験
のデ－タから摂取量が十分安全域にある。）

はい はい はい いいえ

STEP 7
不適



STEP 7

当該原材料を用いた安全性試験:急性毒性試験、28日反復毒性試験および遺伝毒性試験(ames,染
色体異常、小核試験等より1つ）を実施する。*9

（*9 単一化合物の場合には当該化合物と同等性があるものでの安全性試験成績でも可。「同等」とは次のものが
すべて一致している場合をいう。1. 基原、2. 製法、3. 純度。また、最終製品と同等の配合割合をもつ原材料混合物
を用いた安全性試験でも可。ただし、この場合、単一原材料の安全性試験とはみなさない。）

人の健康を害するおそれがあると
認められない場合

人の健康を害するおそれがあると
認められた場合

STEP 8
不適（健康被害が発生する可能性があ
る）

○ 最終製品レベル

STEP 8
すべての原材料の配合割合を明確にすること
適切な管理（製品標準書、製造指図書、品質基準書等）を徹底すること　*10
安全性情報の収集を継続して行うこと

*10：製品標準書（製品名、成分及び配合、原材料及び製品の規格と試験方法、表示に関する規
格、製造方法及び製造手順、その他　等）、製造指図書（指図者、年月日、名称、ロット、原料
名、仕込み量、工程作業指示、包装資材指示、工程における中間製品等）、品質基準書（検体採
取に関して、試験検査結果判定、総括管理責任者及び製造管理責任者への報告に関する事項、保
存サンプルの採取及び管理、試験検査に関する設備及び機器の点検、その他試験検査等に関する
事項）、試験成績書等に情報（製造業者等の名称及び所在地、製品の名称または製品コード、
ロット番号、発行日、賞味期限、規格値・試験方法および得られた試験結果、その他必要事項）
等

本フロ－チャ－トに従って一定レベルの安全性点検*11 がなされている。*12

* GMP等に準拠した原料を用いて製造する製品についてもGMPに準拠した製造を行うことが望ましい。

*11 本文に述べたように、この安全性点検の実施のみをもって当該食品の安全性が確実に担保されるものではな
いことに留意する。
*12 安全性確保には適切な摂取目安量の設定が重要であることを認識すること。なお、すべての原材料について
安全性試験を実施するのが望ましいことは言うまでもない。



健康食品原材料自主点検ガイドライン実態調査 

調査課題：平成 17 年 2 月 1 日食安発第 0201003 号「錠剤、カプセル状等食品の原材料の安全

性に関する自主点検ガイドライン」の原材料製造者、健康食品受託加工会社、その他健康食品事

業者のガイドラインの取り組みについての実態調査 

CRN JAPAN 健康食品安全性検討グループ 

石原健夫 1)、石原茂正 2)、臼井千尋 3)、臼杵孝一 4)、内本啓史 5)、大石和彦 6)、橘本賢次郎 7)、
河野恵子 1)、佐々木裕 8)、柴田誠 9)、嶋津正治 10)、陣野文彦 11)、田中和彦 12)、長尾淳二 13)、 

長島直 14)、南光一郎 15)、廣田欣也 14)、福田明弘 16)、三阪寿則 17)、若尾修司 18)、湧口泰昌 19) 

1)ﾋﾞｰｴｲﾁｴﾇ㈱、2) ㈱常盤植物科学研究所、3) ㈱TTC、4) ㈱ﾕｰｴｽｷｭｱ、5)日本新薬㈱、6)ｳｷｼﾏﾒﾃﾞｶﾙ㈱、7)ﾕﾆｷｽ㈱、 
8)ｱﾑｽﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ㈱、9) ㈱丸和、10)浜理薬品工業㈱、11) TOW CORPORATION㈱、12)備前化成㈱、13)小林製薬㈱、 

14) ㈱東洋発酵、 15)ｸﾘｵｶﾌﾟｽ㈱16)ﾊﾞｲﾎﾛﾝ㈱17)丸善製薬㈱､18)ｱﾘﾒﾝﾄ工業㈱､19)ﾀﾏ生化学㈱ 

 

 
 
 
 
 

調査要旨 
 本調査は、健康食品および健康食品原材料を提供する事業者の自主的な取り組みとして

厚生労働省が平成 17 年 2 月 1 日に示した「錠剤、カプセル状等食品の原材料の安全性に関

する自主点検ガイドライン」が活用されているかの実態を明らかにすることを目的に、CRN 
JAPAN の加盟企業を対象に調査を実施した。 

 
 １．調査目的 

 食品衛生法第 3 条において、食品事業者は安

全な食品を供給するため必要な衛生管理を行い、

安全・安心な製品の提供に努めている。健康食品

は主に食事を補完する目的で利用されており、製

品の特徴から、原材料は濃縮等の工程を経て製

造されていることが多い。このため、健康食品事

業者は必要な衛生管理に加えて、健康食品原材

料の詳細な情報収集を行い、安全性の確保に努

めている。平成 17 年 2 月 1 日には厚生労働省よ

り、過剰摂取等の健康被害の発生を防止する目

的で「錠剤、カプセル状等食品の原材料の安全

性に関する自主点検ガイドライン」（食安発第

0201003 号）を示された。健康食品事業者の安

全性確保への取り込みの実態を把握するために、

実態調査を行った。 

 
２．調査対象および方法  

１）調査対象企業 
 CRN JAPAN の加盟企業を対象に調査を実施

した。 
 CRN JAPANは、健康食品産業の健全な発

展と消費者に信頼される産業をめざすため

平成 8 年 11 月に設立された非営利団体であ

り、平成 19 年 7 月 12 日現在、健康食品原

材料製造者、健康食品受託・加工製造者、健

康食品ブランドメーカーなど 124 社が加盟

する。これらの企業を対象に、調査協力依頼（資

料 1））を送付し、調査表を回収した。 

２）調査対象項目 
調査の対象項目は「錠剤、カプセル状等食品

の原材料の安全性に関する自主点検ガイドライ

ン」(以降「自主点検ガイドライン」)の認知度、活用
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実態ならびに回答各社の取扱い原材料のうち平

成１５年１月３１日以前に販売もしくは購入実績の

ある原材料の実態を調査した。 

3）アンケートの項目について 
①「自主点検ガイドライン」の認知度、活用実態 

表-1 のアンケート表を使用して認知度および活

用実態について調査した。 

②平成１５年１月３１日以前に販売もしくは購入実

績のある原材料の実態 
 製造者、ブランドメーカーが平成１５年１月３１

日以前に販売を開始し、広く流通する原材料を一

覧表として回答いただいた。また、健康食品の受

託製造者が使用する原材料で平成１５年１月３１

日以前に購入実績のある原材料を一覧表として

回答いただいた。 

表-2 企業名一覧(４０社順不同) 

表-1 認知度、活用実態アンケート表 

 

３．調査結果および考察 

１）アンケート用紙回収率 
 2007 年 6 月 15 日～7 月 10 日にかけて、CRN 
JAPAN 加盟の 124 社を対象にアンケートを依頼

し（資料 1）、（資料 2）40 社の調査結果を得た。協

力いただいた企業名一覧を表-2 に示した。回答

企業数は全体(124 社)の 32.3％であるが、CRN 
JAPAN に加盟する企業のうち○社は健康食品

原材料の取扱いがない企業である。 
また、今回の調査が短期間であったため、今回

のアンケートの回答率は低値であった。 

 

 

石田紙業株式会社 日本新薬 機能食品カンパニー 

ハウスウェルネスフーズ株式会社 株式会社常磐植物化学研究所 

株式会社エヌ・シー・コーポレーション 株式会社 東洋発酵 

協和発酵工業株式会社 バイホロン株式会社 

株式会社ＴＴＣ 株式会社ユーエスキュア 

カイホープロダクツ株式会社 丸善製薬株式会社 

インデナジャパン株式会社 日本シャクリー株式会社 

株式会社リコム 福田龍株式会社 

有限会社コバタ総合研究所 アリメント工業株式会社 

ジャパンローヤルゼリー株式会社 カプスゲルジャパン株式会社 

キャナ株式会社 ミナト製薬株式会社 

ビーエイチエヌ株式会社 株式会社アンズコーポレーション

株式会社旭紙工 株式会社スピルリナ研究所 

日本アムウェイ株式会社 ウキシマメディカル株式会社 

タマ生化学株式会社 マルハ株式会社  

TOWA CORPORATION 株式会社 ｸﾘｵｶﾌﾟｽ株式会社 

株式会社光洋商会 三輪製薬株式会社 

サンライフ株式会社 日本化学飼料株式会社 

日本油脂株式会社 食品事業部 インデナジャパン株式会社 

備前化成株式会社 ﾕﾆｷｽ株式会社 

＊知らない   

  ＊採用し利用している 

   

  ＊そのまま利用 

  ＊一部自社にて加工し利用 

  ＊CRN-JAPAN 原材料調査表にリンクされたまま利用 

  ＊その他 

 （                      ） 

  ＊採用していない 

   

  ＊原材料製造業者のフローチャートであり、当社は不要

  ＊必要性を感じない 

  ＊必要だが、使えない 
 

  （使えない理由を教えてください） 

  ＊分かりにくい 

  ＊現状に合わない 

  ＊その他 

＊知っている

  （                      ） 
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２）アンケート集計結果 
①自主点検ガイドライン認知度 
 回答企業の業種は、製造業が 70%、非製造業

が 25%、両方の業態を持った企業も 5%あった。

（図-1） 

図-1 回答企業の業種

製造業および
非製造業

5%

非製造業
25%

製造業
70%

 
ガイドラインの認知度は 95%であり、「知らない」と

回答した企業は、容器の製造業者であったことか

ら、直接的に健康食品に携わる企業はほぼ全社

認知していたこととなる。また、「知っている」の内

で活用状況は「活用している」が 65.8%「活用して

いない」が 34.2%で約 2/3 がかつようしている。(図
-2) 

図-2 自主ガイドラインの認知度と活用状況

知らない
5.0%

活用 65.8%非活用 34.2%

知っている
95%

 

しかしながら、活用の内容については、厚生労働

省のガイドラインのままで活用されているのは全

体の約 15%でしかなく非製造業の企業では

「CRN の原料情報書にリンクさせて」「顧客書式

により」など既存にある書式を利用して活用してい

る企業が約 75%と大半であった。一方、製造業者

では「CRN+一部自社加工して」「自社加工して」

が合わせて 50%強と最も多かった。(図-3) 

図-3 自主ガイドラインの業種別活用の方法

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 製造業 非製造業

そのまま

CRN情報書とﾘﾝｸして

CRN+一部自社加工

一部自社加工して

顧客ﾌｫｰﾑ

実務レベルで利用

必要に応じて

最近利用

 

なお、認知しているものの活用していない企業

からは、「必要性を感じない」「以前より、文献

収集、安全性試験等による確認は行っており、

改めて自主点検フローチャートによる確認は

行っていない」「原料、最終製品とも認証され

た毒性・安全性の専門家による十分な安全性の

確認を行っており、厚生労働省のフローチャー

トで確保できる以上の安全性を確認している

（厚生労働省のフローチャートは、科学的に十

分なアセスメントを行うのは適切なツールで

はない）」、「使用原料自体が限られており、食

品として広く流通されているもの、食品添加物

として広く流通、安全性が確認されているもの

を特に濃縮等の工程を経てない状態で使用し

ている。また、医薬品用の素材と同等の管理（Ｇ

ＭＰ）で製造しているため、特に自主点検フロ

ーチャートを別に使用する必要を感じない」、

「食経験の判断基準があいまいで分かりにく

い」、「全取引している原材料メーカーに安全性

情報を要求し、不完全ながら情報収集していた。

昨年からフローチャートをそのまま利用する

方向で社内準備中」等の意見があった。 
 
②平成１５年１月３１日以前に販売もしくは購入実

績のある原材料の実態調査結果 
製造者、ブランドメーカー、健康食品の受託製

造者から回答のあった平成 17 年 1 月 31 日以前

より販売、使用している原材料 1,798 品目を大分
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類として食品素材と食品添加物に分けたところ、

食品素材は 67%(1208 品目)であり、食品添加物

は 33%(590 品目)であった。(図-4) 

図-4
健康食品に

使用される原料の
実態調査
1,798品目

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾒｰｶｰ
470社

食品素材

67%

食品添加物

33%

 

次いで、中分類として食品素材と食品添加物そ

れぞれについて「健康維持・増進、栄養強化など

を目的として使用される原材料」と「賦形目的で使

用される原材料」に分類したところ食品素材では、

その大半 88%(1,065 品目)が「主に健康の維持

増進を目的として使用される原材料」(以降、「機

能性食品原料」)であった。 食品添加物では「栄

養強化などを目的として使用される原材料」は、

60%であった。(図-5) 

図-5 健康食品に使用される原料の実態調査

食品素材
67%

賦形目的
添加物

40%

食品添加物
33%

栄養強化
目的添加物

60%

賦形目的食品原料12%

機能性
食品原料
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このことから、健康食品を製造するにあたって

使用される原材料の大半が健康維持・増進、栄

養強化などの目的で使用されていることとなる。そ

の特徴は食品添加物よりも食品素材のほうが際立

っていた。 
 最後に小分類として「機能性食品原料」を更

に成分本質が同等と見られるものを整理、分類し

たところ 364 種類となった。この一覧を表‐3

に示す。 
 

表‐3「機能性食品原料」の小分類一覧 

No. 小分類 品目数 比率 

1 CPP 3 0.3% 

2 ＤＨＡ 33 3.1% 

3 DHA 結合ﾘﾝ脂質 3 0.3% 

4 DNA-Na 9 0.8% 

5 DPA 4 0.4% 

6 EPA 13 1.2% 

7 ＭＳＭ 4 0.4% 

8 PS 10 0.9% 

9 Ｑ１０ 12 1.1% 

10 αリポ酸 9 0.8% 

11 γ-ｱﾐﾉ酪酸 5 0.5% 

12 γ-ﾘﾉﾚﾝ酸 2 0.2% 

13 ｱｲﾌﾞﾗｲﾄｴｷｽ 4 0.4% 

14 アオバナ 3 0.3% 

15 アカショウマエキス 2 0.2% 

16 アカメガシワエキス 2 0.2% 

17 アガリクス 9 0.8% 

18 ｱｻｲﾍﾞﾘｰ 3 0.3% 

19 アシュワガンダエキス 3 0.3% 

20 アスタキサンチン 1 0.1% 

21 ｱｾﾛﾗ 9 0.8% 

22 アマチャヅル茶 1 0.1% 

23 アルファルファエキス 2 0.2% 

24 アワエキス 2 0.2% 

25 アンフィスエキス  1 0.1% 

26 イソフラボン 23 2.2% 

27 ｲﾁｮｳ葉ｴｷｽ 18 1.7% 

28 ｲﾝｹﾞﾝ豆ｴｷｽ 4 0.4% 

29 ｲﾝﾃﾞｨｱﾝﾃﾞｰﾂ 1 0.1% 

30 ウーロン茶エキス 3 0.3% 

31 ウコンエキス 14 1.3% 

32 ウラジロガシエキス 2 0.2% 

33 ｳﾝｼｭｳﾐｶﾝ末 1 0.1% 

34 エキナケアエキス 6 0.6% 
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